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(57)【要約】
【課題】迅速に効率よく行える浸炭熱処理方法を提供す
る。
【解決手段】本発明の鉄鋼材の浸炭熱処理方法は、鉄鋼
材の表面部から内部へＣを浸透させて鉄鋼材の内部より
も表面部にＣ濃度の高い浸炭層を形成する鉄鋼材の浸炭
熱処理方法であって、浸炭源として鉄炭化物を用いるこ
とを特徴とする。鉄炭化物を浸炭源に用いることで、従
来の浸炭法を用いた場合に比べ、ネットワーク状炭化物
（粒界炭化物）のない正常な浸炭層を著しく迅速に形成
することが可能となった。
【選択図】図６
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　鉄鋼材の表面部から内部へ炭素（Ｃ）を浸透させて該鉄鋼材の内部よりも該表面部にＣ
濃度の高い浸炭層を形成する鉄鋼材の浸炭熱処理方法であって、
　鉄（Ｆｅ）とＣの化合物である鉄炭化物よりなる浸炭源材を該鉄鋼材の表面に接触させ
る接触工程と、
　該浸炭源材中の少なくともＣが該鉄鋼材へ拡散する温度以上の浸炭温度まで該鉄鋼材を
加熱する浸炭加熱工程と、
　該浸炭加熱工程後の鉄鋼材を冷却する冷却工程と、
　からなることを特徴とする鉄鋼材の浸炭熱処理方法。
【請求項２】
　前記浸炭源材は、少なくとも前記浸炭温度まで、前記鉄炭化物の分解を抑制して安定化
させる安定化元素を含む請求項１に記載の鉄鋼材の浸炭熱処理方法。
【請求項３】
　前記安定化元素はクロム（Ｃｒ）であり、該Ｃｒは前記鉄炭化物全体を１００質量％（
以下単に「％」という。）としたときに０．６～１２％である請求項２に記載の鉄鋼材の
浸炭熱処理方法。
【請求項４】
　前記鉄炭化物は、Ｍ3Ｃ型（Ｍ：金属元素）である請求項１～３のいずれかに記載の鉄
鋼材の浸炭熱処理方法。
【請求項５】
　前記浸炭源材は、前記鉄炭化物の粉末からなる鉄炭化物粉末であり、
　前記接触工程は、該鉄炭化物粉末を前記鉄鋼材の表面に付着させる付着工程である請求
項１～４のいずれかに記載の鉄鋼材の浸炭熱処理方法。
【請求項６】
　前記浸炭源材は、前記鉄炭化物をテープ状に成形した浸炭源箔であり、
　前記接触工程は、該浸炭源箔を前記鉄鋼材の表面に貼付する貼付工程である請求項１～
４のいずれかに記載の鉄鋼材の浸炭熱処理方法。
【請求項７】
　鉄鋼材の表面部から内部へＣを浸透させて該鉄鋼材の内部よりも該表面部にＣ濃度の高
い浸炭層を形成する鉄鋼材の浸炭熱処理に用いられる該Ｃの供給源となる浸炭源材であっ
て、
　該浸炭源材は、ＦｅとＣの化合物である鉄炭化物からなることを特徴とする浸炭源材。
【請求項８】
　前記鉄炭化物は、鉄粉末とＧｒ粉末と鉄合金粉末とを混合した混合粉末を加熱して得ら
れる請求項７に記載の浸炭源材。
【請求項９】
　粉末状またはテープ状である請求項７または８に記載の浸炭源材。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、鉄鋼材の浸炭熱処理方法およびそれに用いる浸炭源材に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　各種の機械部品には、強度、剛性、コスト等の観点から鉄鋼材料が多用されている。鉄
鋼材料を用いた場合、合金元素の種類やその含有量、熱処理条件などを適切に選択するこ
とで、所望する強度や延性などをもつ部材を得ることが容易である。
【０００３】
　もっとも、強度（硬さ）と延性等とは背反関係にあるため、一般的な焼入れ・焼戻し（
調質処理）などの熱処理のみでは、各種特性が高次元でバランスした鉄鋼部材を得ること
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は容易ではない。そこで、耐疲労性や耐摩耗性等の点で、大きな硬さが必要な表面部のみ
硬くし、内部は比較的柔らかくして、強度と延性とが高次元でバランスさせ得る浸炭熱処
理（表面硬化方法の一つ）がしばしば用いられる。
【０００４】
　浸炭熱処理は、肌焼鋼等のように比較的Ｃ含有量の少ない鉄鋼材料に対して、その表面
から炭素（Ｃ）を浸透させ、表面部のＣ濃度を高くしてから焼入れを行う処理である。こ
れにより、全体としては延性が保持されつつも、破壊や摩耗の起点となり易い表面部のみ
が強化された、いわゆる「外硬内柔」の金属組織が得られる。これにより、耐疲労性や耐
摩耗性等と、耐衝撃性等との両方に優れた鉄鋼部材が得られる。
　このような浸炭熱処理方法には、一般的に用いる浸炭源（浸炭剤）の相違により、固体
浸炭法、ガス浸炭法、液体浸炭法がある。
【０００５】
　このうち現在多用されているのは、形成される浸炭層の制御が比較的容易なガス浸炭法
である。このガス浸炭法は、一般的に、炭化水素系ガスを変性させたガス（ＲＸガス）を
浸炭源とし、雰囲気制御によりＣＯ濃度と温度を調整してなされる。もっとも、ガス浸炭
法は、ＣＯガスと鉄鋼材料表面との間の平衡（気－固平衡）に依存している。このため、
０．６～１ｍｍ程度の厚さ（浸炭深さ）の浸炭層を形成するのに、８００～９００℃程度
の浸炭ガス中で被処理材（鉄鋼部材）を２～４時間加熱することが必要となる。
【０００６】
　ところが最近、ＣＯ２排出量の削減、省エネルギー化、プロセスの迅速化などの要請が
一層強くなってきている。そこで従来のガス浸炭法に対して、環境負荷の低減、省エネル
ギー化、処理時間の短縮などを図れる真空浸炭法が用いられつつある。真空浸炭法は、真
空炉に導入された微量の炭化水素系ガス（浸炭性ガス）が分解して生じる炭素（Ｇｒ）を
鉄鋼材料の表面に付着させて浸炭する方法である。真空浸炭法によれば、Ｇｒと鉄（Ｆｅ
）との間の平衡（固－固平衡）により浸炭が生じるため、浸炭能力（Ｃの浸透力）が高く
、短時間の浸炭処理が可能となる。なお、真空浸炭法に関する開示は、例えば、下記の特
許文献などにある。
【０００７】
【特許文献１】特開２００６－１６１１１９号公報
【特許文献２】特開２００７－３２２０３６号公報
【特許文献３】特開２００７－２２４３５７号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　しかし、真空浸炭法を行った場合、鉄鋼部材の表面部には炭素が過剰に浸透した部分（
過剰浸炭部）が、鉄鋼部材の表面部の粒界に沿ってネットワーク状に形成される。この過
剰浸炭部は炭化物からなり、このネットワーク状炭化物が鉄鋼部材の表面部を脆化させる
。そこで真空浸炭法では、一旦浸炭処理をした後、別途、浸入したＣをさらに内部へ拡散
させる拡散工程を設けて、そのようなネットワーク状炭化物（過剰浸炭部）の解消を図っ
ている。
【０００９】
　ところがこのために、浸炭工程自体が高々十数分程度で終了しても、その拡散工程に別
途、数十分程度を要することになる。とすると結局、全体的に観れば、真空浸炭法を用い
ても、必ずしも処理時間が十分に短縮されているとはいえない。
【００１０】
　本発明は、このような事情に鑑みて為されたものであり、ネットワーク状炭化物等の形
成されない浸炭層を、鉄鋼部材の表面部に短時間で形成できる浸炭熱処理方法を提供する
ことを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１１】
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　本発明者はこの課題を解決すべく鋭意研究し、試行錯誤を重ねた結果、ＦｅとＣの化合
物である鉄炭化物を浸炭源に用いることで、過剰浸炭部（ネットワーク状炭化物など）を
生じさせることなく、好ましい浸炭層を短時間で形成し得ることに成功した。そしてこの
成果を発展させることで、本発明者は以降に述べる種々の発明を完成させるに至った。
【００１２】
〈浸炭熱処理方法〉
（１）本発明の浸炭熱処理方法は、鉄鋼材の表面部から内部へＣを浸透させて該鉄鋼材の
内部よりも該表面部にＣ濃度の高い浸炭層を形成する鉄鋼材の浸炭熱処理方法であって、
　ＦｅとＣの化合物である鉄炭化物よりなる浸炭源材を鉄鋼材の表面に接触させる接触工
程と、該浸炭源材中の少なくともＣが該鉄鋼材へ拡散する温度以上の浸炭温度まで該鉄鋼
材を加熱する浸炭加熱工程と、該浸炭加熱工程後の鉄鋼材を冷却する冷却工程と、からな
ることを特徴とする。
【００１３】
（２）本発明の浸炭熱処理方法は、浸炭源として鉄炭化物を用いる点で画期的であり、従
来のものとは全く異なる。この本発明の浸炭熱処理方法によれば、過剰浸炭部のない硬質
かつ均質な浸炭層を、短時間で得ることが可能となる。しかも、単に鉄鋼材の表面部への
Ｃの浸透時間が短いだけではなく、真空浸炭した場合等に必要となる拡散工程なども不要
となり、浸炭熱処理全体を非常に短時間で終了させることが可能である。
【００１４】
　本発明の浸炭熱処理方法により、好ましい浸炭層が短時間で形成可能となったメカニズ
ムは必ずしも定かではないが、現状、次のように考えられる。
　先ず、従来の真空浸炭法の場合、鉄鋼材の表面に付着形成されたＧｒが浸炭源となる。
ところが、Ｇｒは通常の被処理材（鉄鋼材）の高温相であるオーステナイト相（γ）と直
接平衡できず、表面ではγ相とセメンタイト（θ）との三相平衡を保つと考えられる。従
って、真空浸炭した場合、オーステナイト相中にセメンタイトが必ず生成し、鉄鋼材の表
面部の平衡Ｃ濃度は４％以上の高濃度になる。この結果、前述したような過剰浸炭部が形
成されることとなる。
【００１５】
　これに対して本発明の浸炭熱処理方法によれば、浸炭源にγ相と直接平衡する鉄炭化物
を用いているため、高温下にある鉄鋼材は、その表面部に接触している鉄炭化物とγ相単
独で平衡状態となる。このため、鉄鋼材の表面部におけるＣ濃度は、鉄炭化物の平衡固溶
限（固溶限界濃度）である１～２％程度に保たれ、オーステナイト相内部にセメンタイト
が生成することはない。
【００１６】
　こうして本発明の浸炭熱処理方法によれば、鉄炭化物から鉄鋼材の表面部へＣが迅速に
浸透されつつも、その鉄鋼材の表面部に過剰浸炭部等が形成されることもない。この結果
、拡散工程を必要とせず、浸炭熱処理全体を非常に短時間で完了させることが可能となっ
た。
【００１７】
（３）ところで、本発明で用いる浸炭源である鉄炭化物の代表例は、Ｍ3Ｃ（Ｍ：金属元
素）で表されるセメンタイトである。もっとも、Ｆｅ－Ｃ系の２元系セメンタイトは、準
安定相であり、高温下ではＦｅ（γ相）とＧｒに分解し得る。このため、Ｆｅ３Ｃをその
まま用いると、例えば、浸炭温度を高くすることができず、迅速な処理が困難となる。そ
こで、迅速な浸炭熱処理を容易に行えるようにするために、高温域でもより安定な鉄炭化
物を浸炭源として用いることが好適である。この点に関して本発明者は、既に、ＣｒやＭ
ｏなどの特有の元素を含有させることで、鉄炭化物は高温下でも安定となること、すなわ
ち、容易にはγ相とＧｒに分解しないことを新たに見出している。
【００１８】
　従って、本発明の浸炭熱処理方法に係る浸炭源材である鉄炭化物は、少なくとも鉄鋼材
の浸炭温度まで、その分解を抑制して安定化させる安定化元素を含むと好適である。
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【００１９】
〈浸炭源材〉
　上述したように、本発明は浸炭源に鉄炭化物を用いる点で画期的であり、従来の浸炭熱
処理方法とは全く異なっている。そこで本発明は次のような浸炭源材としても把握できる
。
【００２０】
　すなわち本発明は、鉄鋼材の表面部から内部へＣを浸透させて該鉄鋼材の内部よりも該
表面部にＣ濃度の高い浸炭層を形成する鉄鋼材の浸炭熱処理に用いられる該Ｃの供給源と
なる浸炭源材であって、該浸炭源材は、ＦｅとＣの化合物である鉄炭化物からなることを
特徴とする浸炭源材であってもよい。
【００２１】
〈その他〉
（１）本明細書でいう「鉄鋼材」は、鉄鋼材料自体（素材）でも、最終製品に近い部材で
もよい。通常、浸炭熱処理は製造の最終段階でなされることが多いが、浸炭熱処理後に表
面に接触した鉄炭化物やスケール除去、ショット処理さらには機械加工等がなされてもよ
い。また、鉄鋼材の形態は問わない。
【００２２】
　なお、一般的に鉄鋼は、Ｃ含有量が０．０２～２．１質量％（以下単に「％」という。
）程度のものをいうが、本発明の鉄鋼材は浸炭熱処理の被処理材（基材）となるものであ
ればよい。つまり、鉄鋼材は、Ｆｅを主成分とするものであればよく、その中のＣ量は問
わない。例えば、浸炭熱処理前の鉄鋼材中のＣ量が０％でもよいし、逆に、見かけのＣ量
が２．１％を超える鋳鉄等であってもよい。
【００２３】
（２）特に断らない限り、本明細書でいう「ｘ～ｙ」は、下限ｘおよび上限ｙを含む。ま
た、本明細書に記載した下限および上限は任意に組合わせて「ａ～ｂ」のような範囲を構
成し得る。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２４】
　発明の実施形態を挙げて本発明をより詳しく説明する。なお、以下の実施形態を含め、
本明細書で説明する内容は、本発明に係る鉄鋼材の浸炭熱処理方法のみならず、それに用
いられる浸炭源材にも適用され得る。また、いずれの実施形態が最良であるか否かは、対
象、要求性能等によって異なることを断っておく。
【００２５】
　ところで、上述した本発明の構成に加えて、次に列挙する構成中から任意に選択した一
つまたは二つ以上がさらに付加され得る。この際、発明のカテゴリーは問題ではない。例
えば、浸炭源材に関する構成であれば、浸炭熱処理方法にも関連することはいうまでもな
い。さらに、「方法」に関する浸炭熱処理方法の発明も、プロダクトバイプロセスとして
理解すれば、「物」（浸炭熱処理された鉄鋼部材）に関する発明ともなり得る。
【００２６】
（１）鉄炭化物
　鉄炭化物は、基本的にＦｅとＣの化合物である。典型は前述したようにＭ3Ｃ型のセメ
ンタイトである。この鉄炭化物はＦｅとＣのみからなる必要はない。鉄炭化物は、高温環
境下でも、そのＭ3Ｃ型のセメンタイト構造が維持されるものであると好ましい。特に、
鉄鋼材が液化し始める温度（共晶温度）未満の範囲で、安定であると好ましい。このよう
に安定な鉄炭化物を用いれば、従来の浸炭温度（８００～９００℃）よりも高温で浸炭熱
処理を行うことができ、過剰浸炭部等のない好ましい浸炭層を迅速に形成することが可能
となる。
【００２７】
　具体的には、鉄炭化物に特定の元素を含有させることで、鉄炭化物は高温域でも安定と
なる。このような安定化元素として、Ｃｒ、Ｍｏ、Ｗ、Ｖ、Ｎｂを用いることができる。
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鉄炭化物は、それら安定化元素のうちの一種のみを含有するものでもよいし、二種以上を
含有するものでもよい。安定化元素が過少では効果がなく、安定化元素が過多では、その
元素特有の構造をもつ炭化物へ変化してしまうからであり、またコスト高となってしまう
。
【００２８】
　このような観点から安定化元素の鉄炭化物中の含有量が定まる。もっとも、その好まし
い範囲は、元素の種類によって異なる。例えば、鉄炭化物全体を１００質量％（適宜単に
「％」という。）としたときに、Ｃｒは０．６～１２％であると好ましい。この上下限は
、その数値範囲内で任意に選択され得るが、特に、０．８％、１％、３％、５％、８％、
１０％、１１％から任意に選択した数値を上下限にすると好ましい。
【００２９】
　同様に、Ｍｏなら０．６～９％であると好ましい。この上下限は、その数値範囲内で任
意に選択され得るが、特に、０．８％、１％、３％、５％、８％から任意に選択した数値
を上下限にすると好ましい。
【００３０】
（２）鉄鋼材
　鉄鋼材は、Ｆｅを主成分とするものであれば、その組成は問わない。もっとも鉄鋼材は
、浸炭熱処理の被処理材であるから、通常は低炭素鋼であり、焼き入れ性を高める合金元
素を比較的多く含む。具体的には、機械構造用合金鋼としてＪＩＳに規格されているＳＣ
ｒ材、ＳＣＭ材、ＳＮＣＭ材など、一般的に肌焼き鋼といわれるものが代表的である。ち
なみにこのような鋼材の組成は、鋼材全体を１００質量％とした場合、Ｃ：０．１～０．
４％、Ｃｒ：０．９～１．２％、Ｍｏ：０．１５～０．３％、Ｓｉ：０．１５～１．５％
、Ｍｎ：０．５～２．７％である。
【００３１】
　本発明の浸炭熱処理を行うと、表面部のＣ濃度が高くなるのは当然として、表面部にお
けるＣ以外の元素濃度も、その内部よりも高くなり得る。浸炭源材に含まれていたＣ以外
の元素（例えば、安定化元素）が多少なりとも鉄鋼材側へ拡散し得るからである。この結
果、浸炭熱処理後の鉄鋼材の表面部の化学組成を調査すれば、本発明の浸炭熱処理方法を
実施したか否かを判別できる場合もある。例えば、鉄炭化物中に安定化元素であるＣｒが
含まれ、かつ、被処理材である鉄鋼材中にも焼入れ性を高めるＣｒが含まれる場合、浸炭
熱処理後のＣｒ濃度が内部と表面部とで異なることがあり得る。但し、浸炭温度において
Ｃｒ等の拡散係数はＣの拡散係数よりもかなり小さく（約１０4分の１程度）、また、本
発明の浸炭熱処理方法の場合、浸炭時間が相当短い。このため、鉄鋼材の内部と表面部と
の間にＣ以外の元素に関して極端な濃度差が生じることはなく、鉄鋼材の元々の特性を崩
すような極端な濃度差も生じない。
【００３２】
（３）接触工程および浸炭源材
　接触工程は、浸炭源材を鉄鋼材の表面に接触させる工程である。浸炭熱処理により形成
される浸炭層は１ｍｍ前後と、僅かである。このため、浸炭源材自体も薄くて足る。
【００３３】
　これを踏まえて、浸炭源材の形態に応じた適切な接触工程を行えばよい。例えば、前記
浸炭源材が鉄炭化物の粉末（鉄炭化物粉末）ならば、前記接触工程はこの鉄炭化物粉末を
鉄鋼材の表面に付着させる付着工程とすればよい。
【００３４】
　また、この鉄炭化物粉末を溶媒に解いたスラリーを用いれば、そのスラリーを鉄鋼材の
表面に塗布する塗布工程として容易に接触工程を行うことができる。この塗布工程は、刷
毛塗り工程、スプレー工程、浸漬（ディップ）工程等のいずれでもよい。この際、スラリ
ーを調製する際の溶媒は水の他、アルコール等の揮発性溶媒でもよい。その塗布回数は、
鉄鋼材表面に均一な鉄炭化物粉末の層が形成されるなら、１回でも複数回でもよい。
　なお、付着工程または塗布工程を行うに際して、鉄炭化物粉末の粒径は１５０μｍ以下
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さらには４５μｍ以下であると、浸炭熱処理を迅速化する上で好ましい。
【００３５】
　もっとも、鉄炭化物粉末をそのまま用いると、浸炭熱処理の完了前に剥離、脱落等する
ことも考えられる。そこで、鉄炭化物をテープ状に成形した浸炭源箔を浸炭源材として用
いると、効率的で確実に接触工程を行える。この場合、接触工程は、例えば、浸炭源箔を
鉄鋼材の表面に貼付する貼付工程となる。浸炭源箔自体には、通常、粘着性がないから、
粘着性を付与するか、浸炭源箔を鉄鋼材の表面へ機械的に押圧等するとよい。
【００３６】
　浸炭源材は溶製でも焼成（焼結）材でもよい。もっとも、鉄粉末とＧｒ粉末と鉄合金粉
末とを混合した混合粉末を加熱して鉄炭化物を生成し、浸炭源材を製造すると、所望形状
の浸炭源材を得やすい。
【００３７】
（４）浸炭加熱工程
　浸炭加熱工程は、浸炭源材を表面に接触させた鉄鋼材を、浸炭源材中の少なくともＣが
鉄鋼材へ拡散する温度以上の浸炭温度まで加熱する工程である。
　本発明の場合、この浸炭加熱工程を行う雰囲気は問わないが、鉄鋼材の酸化や鉄炭化物
の分解等を抑止するために、不活性ガス雰囲気で行うとよい。
【００３８】
　浸炭温度は、鉄鋼材がオーステナイト相に変態する温度（Ａ１変態点）以上であって、
鉄鋼材の共晶温度以下であればよい。もっとも、浸炭熱処理の迅速化を図る観点から、浸
炭温度は、９００℃以上、９５０℃以上、１０００℃以上、１０５０℃以上、１１００℃
以上であると好ましい。一方、省エネルギー化等の観点から、鉄鋼材や鉄炭化物の安定度
にも依るが、浸炭温度は１１５０℃以下、１１００℃以下、１０５０℃以下とすると好ま
しい。なお、これらの浸炭温度の上下限は任意に組合せ可能である。
【００３９】
　ちなみに、本発明の方法を用いて浸炭温度：１１００℃で浸炭熱処理を行った場合、４
分で０．４ｍｍ、１２分で０．９ｍｍ程度の深さまでＣを拡散させることができた。
【００４０】
（５）冷却工程
　冷却工程は、浸炭加熱工程で加熱した鉄鋼材を冷却する工程である。この冷却は、炉冷
等の徐冷であってもよいが、通常は、焼入れのための急冷である。急冷の程度は、鉄鋼材
の表面部の金属組織が少なくとも一部がマルテンサイトに変態する限り、水冷でも湯冷で
も油冷でもよい。また、冷却工程後に、別途、焼戻し等の熱処理を施して、鉄鋼材の機械
的特性を調整してもよい。
【００４１】
（６）本発明の浸炭熱処理方法が施される鉄鋼材（鉄鋼部材）の一例を挙げると、各種プ
ーリー、変速機のシンクロハブ、エンジンのコンロッド、ハブスリーブ、スプロケット、
各種歯車（リングギヤ、パーキングギヤ、ピニオンギヤ等）などがある。
【実施例】
【００４２】
　実施例を挙げて本発明をより具体的に説明する。
〈浸炭源材の製造〉
（１）浸炭源材を製造するための原料粉末として、カーボニル鉄粉(福田金属製、平均粒
径５μｍ)と、グラファイト粉末（Ｇｒ粉末）、ＳＵＳ４３０（ＪＩＳ）の微粉末（神戸
製鋼製、－４５μｍ）を用意した。なお、ＳＵＳ４３０微粉末はＣｒ添加用である。これ
ら各種粉末は、全体組成（原子％）が次のようになるように配合した。
　Ｆｅ：７０．９８％、Ｃ：２５．００％、Ｃｒ：４．０１％
　これを質量％に換算すると次のようになる。
　Ｆｅ：８８．６２％、Ｃ：６．７１４％、Ｃｒ：４．６６％
　この組成は、Ｆｅ－Ｃ２元系セメンタイト（Ｆｅ３Ｃ）中のＦｅ全体を１００質量％と
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したときの、その約５質量％分をＦｅからＣｒへ置換したものである。
【００４３】
　このＦｅ３Ｃに替わる（Ｆｅ５％Ｃｒ）３Ｃと、純Ｆｅとの間の平衡状図を、ＴＣＦＥ
３（サーモカルク社製）データベースを用いて算出した結果を図１に示す。この計算状態
図から、（Ｆｅ５％Ｃｒ）３Ｃからなる鉄炭化物（Ｃｒ添加セメンタイト）は、ＦｅのＡ
１変態温度から共晶温度まで、オーステナイト相と安定に共存し得ることが分る。
【００４４】
（２）上記の各種粉末を配合した配合粉末をボールミルに入れて、室温下のＡｒガス雰囲
気中で約１０時間混合した。このとき使用したφ８ｍｍの鋼球と配合粉末との質量比は、
１０：１とした。
【００４５】
　こうして得られた混合粉末へ水系バインダ（ユケン工業社製、ＤＢ２０）を適量加え、
混合粉末をドクターブレード法により厚さ約０．７５ｍｍテープ状に成形した。この成形
体をＡｒガス雰囲気炉で１１００℃ｘ３０分間加熱して、Ｃｒ添加セメンタイトからなる
浸炭源箔（以下、「Ｃｒ－θ箔」という。）を得た。
　なお、東洋カーボン社製の厚さ０．２ｍｍのＧｒシートを比較用の浸炭源材として用意
した。
【００４６】
〈浸炭熱処理〉
（１）浸炭熱処理の被処理材として、肌焼鋼（ＪＩＳ：ＳＣＭ４２０Ｈ）からなるφ１２
ｍｍの円柱状の試験片（鉄鋼材）を用意した。雰囲気中熱間加工試験装置を用いて、試験
片の外表面に前述載せた浸炭源箔へ一定荷重（４９ＭＰａ）を印加しつつ、Ｃｒ－θ箔を
挟持した（接触工程）。
【００４７】
　この状態の試験片を高周波誘導加熱した（浸炭加熱工程）。このときの加熱温度（浸炭
温度）は９５０℃または１１００℃とし、加熱時間は４分間または１２分間とした。
　この高周波誘導加熱直後の試験片をＡｒガスで急冷した（冷却工程）。この冷却時間は
３分間であった。
　初期の昇温速度を２０℃／ｓとしたから、この浸炭熱処理に要した時間は合計で約８分
間または約１６分間であった。
（２）上記浸炭熱処理で用いたＣｒ－θ箔を、比較用のＧｒシートに替えて、同様の工程
で比較用の試験片を製造した。
【００４８】
〈測定〉
（１）先ず、上記のＣｒ－θ箔自体をＸ線解析した。このＸ線回折結果（ＸＲＤ）を図２
Ａに示す。また、その浸炭源箔を走査型電子顕微鏡（ＳＥＭ）で観察した顕微鏡写真を図
２Ｂに示す。
【００４９】
（２）Ｃｒ－θ箔を用いて浸炭熱処理（１１００℃ｘ４分間）した試験片の表層断面の金
属組織を図３Ａおよび図面３Ｂに、Ｇｒシートを用いて浸炭熱処理（１１００℃ｘ４分間
）した試験片の表層断面の金属組織を図４Ａ～図４Ｃにそれぞれ示した。なお、図３Ｂお
よび図４Ｃは、浸炭のなされていない内部組織がベイナイトであり、いずれも同等の冷却
がなされたことを確認したものである。
【００５０】
　ちなみに、各金属組織は、光学顕微鏡を用いて観察したものである。そして図３Ａ、図
３Ｂ、図４Ａおよび図４Ｂの顕微鏡写真は、レペラー試薬で腐食させた試験片断面を観察
したものであり、図４Ｃの顕微鏡写真は、ピクリン酸－水酸化ナトリム系試薬で炭化物を
優先的に腐食させた試験片断面を観察したものである。
【００５１】
（３）Ｃｒ－θ箔を用いて浸炭熱処理した各種試験片とＧｒシートを用いて浸炭熱処理し
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た各種試験片について、試験片の浸炭表面からの深さ（浸炭深さ）方向に、順次、ビッカ
ース硬さ（荷重５０ｇ）を測定した。こうして得られた各種試験片の硬さ分布（ビッカー
ス硬さと浸炭深さの相関）を図５および図６にそれぞれ示した。
【００５２】
〈評価〉
（１）先ず図１の状態図から、上記のＣｒ－θ箔は１１６０℃ぐらいまで安定で、しかも
被処理材のγ相と熱力学的に平衡することがわかる。また、図２ＡのＸ線回折図からわか
るように、加熱前の成形体では、原料粉末のα－ＦｅとＧｒのみが検出されたのに対して
、加熱後の成形体は、ほぼセメンタイト（（Ｆｅ５％Ｃｒ）３Ｃ）単相であることが確認
された。但し、この場合でも、α－ＦｅとＧｒがわずかながら残存しており、その割合は
全体の９５％程度と推定される。
【００５３】
　また、図２Ｂに示した顕微鏡写真から、浸炭源箔が多孔質状となっていることがわかっ
た。気孔は、原料粉末からセメンタイトが合成される際に伴う発熱反応により、生じたも
のと思われる。
【００５４】
（２）図３Ａおよび図３Ｂからわかるように、Ｃｒ－θ箔を用いて浸炭熱処理した試験片
の表層部分には、残存したＣｒ－θ箔層の直下から、極めて微細なラス状マルテンサイト
が形成されている。そして、それよりも深くなるにつれて、ベイナイトと思われる黒色相
を含んだ混合組織が形成されている。これら以外の金属組織として現状明らかではないが
、残留オーステナイト相の存在も考えられる。
【００５５】
　一方、図４Ａおよび図４Ｂからわかるように、Ｇｒシートを用いて浸炭熱処理した試験
片の表層部分には、残存したＧｒシート層の直下に、先ず、高炭素領域の金属組織が存在
している。この高炭素領域の金属組織は、特有の針状マルテンサイトと残留オーステナイ
ト相からなる。しかも、図４Ｃに示した顕微鏡写真から分かるように、オーステナイト相
の粒界（γ粒界）に沿ってネットワーク状の炭化物が析出していることも分かった。これ
よりもさらに深い部分の金属組織は、上記のＣｒ－θ箔を用いて浸炭熱処理した試験片の
金属組織と類似していた。
【００５６】
（３）図５からわかるように、Ｃｒ－θ箔を用いて浸炭熱処理した試験片の場合、浸炭温
度が高い程、また、浸炭時間が長い程、内部での硬さが大きなものとなった。浸炭温度や
浸炭時間が異なるいずれの場合も、全体的な硬さ分布は、内部に向かって硬さが単調に減
少する傾向であった。しかも、最表層部分のビッカース硬さは、いずれの場合も、８５０
～１０００Ｈｖ程度で安定していた。
【００５７】
　このように、浸炭温度または浸炭時間を適宜変更した場合でも、安定した硬さをもつ浸
炭層が形成されることが確認された。逆にいえば、所望する厚さの浸炭層は、浸炭温度ま
たは浸炭時間を変更することで容易に得られ、本発明に係る浸炭熱処理方法は制御性に優
れることもわかった。しかもこの場合、試験片の表面部近傍には、炭化物がほとんど見ら
れず、炭化水素系ガスによる真空浸炭をした場合に必要となる拡散工程なども不要であり
、短時間内に浸炭熱処理を完了させることができる。
【００５８】
　一方図６からわかるように、Ｇｒシートを用いて浸炭熱処理した試験片の場合、浸炭時
間の長短にかかわらず、表層部分の硬さ分布が不安定であった。また、いずれの場合も、
硬さが内部に向かって一旦増加した後に急減する傾向を示した。
【００５９】
　Ｇｒシートでの浸炭では、表層の硬さがＨｖ７００～９００と大きく変動し、やや内部
で最高硬さとなり、その後、急激に低下している。Ｘ線マイクロアナライザ（ＥＰＭＡ）
の分析によると、４分間、１２分間での最高硬さの位置はいずれもＣ濃度が０．８～０．
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９％で一致していた。従って、表面のより高濃度のＣ濃度となった浸炭領域は、硬さの上
昇には結びついていない（過剰浸炭）。この理由として、硬さの変動する範囲は図４（ａ
）の針状マルテンサイト組織に対応しており、ここに残留γ相が多いためと推定される。
ちなみに、Ｃｒ－θ箔を用いて浸炭熱処理をした試験片の場合は、Ｃ濃度が１％を越える
表層部分でも、硬さの低下は僅かであった。
【００６０】
（４）以上の結果を基に、本発明に係る一実施例であるＣｒ－θ箔を用いて浸炭熱処理し
た場合、Ｇｒシートを用いて浸炭熱処理した場合、炭化水素系ガス（メタンなど）を用い
て真空浸炭熱処理した場合および一般的なＲＸガスを用いて浸炭熱処理した場合のそれぞ
れについて、炭素拡散深さ、粒界炭化物の有無を調べた結果を表１にまとめた。なお、浸
炭深さについては、適宜、シミュレーション値を示した。
【００６１】
　この表１からもわかるように、Ｃｒ－θ箔を用いて浸炭熱処理した場合、他の方法で浸
炭した場合と異なり、粒界炭化物（ネットワーク状炭化物）は観られなかった。また、浸
炭深さも従来の浸炭方法と同等以上であった。
【００６２】
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【表１】

【図面の簡単な説明】
【００６３】
【図１】Ｆｅ－（Ｆｅ５％Ｃｒ）３Ｃ系状態図である。
【図２Ａ】本実施例で用いた浸炭源材であるＣｒ－θ箔のＸ線回折図（ＸＲＤ）である。
【図２Ｂ】そのＣｒ－θ箔を観察したＳＥＭ写真である。
【図３Ａ】Ｃｒ－θ箔を用いて浸炭熱処理した試験片の表層断面の金属組織写真である。
【図３Ｂ】Ｃｒ－θ箔を用いて浸炭熱処理した試験片の内部の金属組織写真である。
【図４Ａ】Ｇｒシートを用いて浸炭熱処理した試験片の表層断面の金属組織写真である。
【図４Ｂ】Ｇｒシートを用いて浸炭熱処理した試験片の内部の金属組織写真である。
【図４Ｃ】Ｇｒシートを用いて浸炭熱処理した試験片の表層断面の金属組織写真である。
【図５】Ｃｒ－θ箔を用いて浸炭熱処理した試験片の表層断面の硬さ分布図である。
【図６】Ｇｒシートを用いて浸炭熱処理した試験片の表層断面の硬さ分布図である。
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